
 

 

 

出雲農業未来の懸け橋事業 事前申込書 

 

  令和８年  月  日 

 

出雲農業未来の懸け橋事業推進協議会 

会長  間島 尚志  様 

 

申請者 

住 所 出雲市斐川町荘原2172番地 

氏名又は団体名 

及び代表者名 

農事組合法人 ○○ファーム 

代表理事 営農 太郎 

 

  

記載例 

日付は記入しないでください。 

押印は不要です。 



出雲農業未来の懸け橋事業 事業計画書 

 １．申請する事業 

事業年度 令和８年度 事業区分 農産振興事業 

事業種別 集落営農組織推進事業 

２．申請者 

氏名又は名称 農事組合法人 ○○ファーム 

年齢又は設立年 平成○年 

住所 出雲市斐川町○○ 

電話番号 090-9999-9999 

消費税の課税状況 ☑ 本則課税 ・ □ 簡易課税 ・ □ 免税 （いずれかに☑） 

担当ＪＡ職員（担当がいる場合は記入） ＪＡ斐川地区本部 営農第一課 営農 次郎（任意記入） 

３．事業内容 

対象品目 水稲、大麦 

事業概要 トラクターの更新 １台 

実施期間 令和〇〇年〇〇月〇〇日   ～   令和〇〇年〇〇月〇〇日（予定） 

実施場所 出雲市斐川町 〇〇 地内 

事業費 9,999,000円 （ 消費税別 ）            

補助金額 1,999,000円（うち特認事業分      999,000円） 

その他

事業 

申請(予定) □ 有 ・ ☑ 無 ・ □ 申請中 ・ □ 不採択 （いずれかに☑） 

補助額               円 

借入金 
申請(予定) □ 有   ・   ☑ 無        （いずれかに☑） 

借入額               円 

生産状況（現況）と計画（3年後） 別紙作付表のとおり 

４．事業実施の背景、期待される事業効果等 

（例） 

水稲・大麦の栽培面積拡大を計画しているが、現在所有しているトラクターでは馬力不足

であり、対応が困難である。また、現有機は導入から１０年以上が経過し、作業中の停止

や故障で作業時期が大幅にずれることがあり、作業の適期を逃すなどの課題がある。 

 

本事業によりトラクターを馬力○○PSから○○ＰＳのものに更新することで、拡大した面

積に対しても対応を図る。 

また、作業中の故障等の問題も改善し、適期作業の実現等により、単収の増加も目標とし

たい。 

 

（※できるだけ詳しく記入してください。） 

 

記載例 

昼間連絡のつく電話

番号を記入してくだ

さい。 



５．現在の経営内容と拡大計画 

品目 項目 単位 

現況 

(前年度) 

1 年後 

(事業年度) 

2 年後 

(目標) 

3 年後 

(目標) 

令和 7 年 令和 8 年 令和 9 年 令和 10 年 

水稲 

規模(面積･飼養数等) ｈａ ●● ●● ●● ●● 

生産数量 ｔ ●● ●● ●● ●● 

販売高 千円 ●● ●● ●● ●● 

大麦 

規模(面積･飼養数等) ｈａ ●● ●● ●● ●● 

生産数量 ｔ ●● ●● ●● ●● 

販売高 千円 ●● ●● ●● ●● 

 

規模(面積･飼養数等)      

生産数量      

販売高      

 

規模(面積･飼養数等)      

生産数量      

販売高      

 

規模(面積･飼養数等)      

生産数量      

販売高      

  

６．上記以外に設定する目標（機械の更新導入等で事業採択要件に数値目標の定めがある場合に記入。） 

目標を設定する項目 現況（前年度） 目標（3年後） 

   

 

【添付書類】 

事業内容 
必 要 書 類 

作付表 見積書※1 カタログ 図面 位置図 現況写真 その他 

機械購入 ○ ○ ○  ○※2  資産台帳の写し等 

施設整備 ○ ○  ○ ○ ○  

資材購入 ○ ○  ○※3 ○ ○※3  

堆肥散布 ○ ○     散布地、面積がわかる書類 

◆生産者組織等の任意組織が事業実施主体の場合、組織の規約を添付すること。 

◆生産者組織が事業実施主体で複数の経営体が取組主体となる場合、事業明細書を添付すること。 

◆認定農業者応援事業は農業経営改善計画認定書、GAP 認証取得者応援事業は GAP の認証書の写し等、

有機 JAS認証取得者応援事業は有機認定証明書の写しを添付すること。 

 

 ※1 見積書は 3 社(者)以上必要。ただし、入札を行う場合と堆肥散布の場合は 1 社(者)で良い。 

   なお、次に該当する場合は、必ず入札を実施すること。 

    ・機械購入、物品購入・・・事業費が税込 150 万円以上 

    ・施設整備（施工を伴うもの）・・・事業費が税込 200 万円以上 

 ※2 格納場所の位置図。 

 ※3 ハウスに係る資材購入の場合は、図面及び現況写真が必要。 

 

上記以外の書類でも必要に応じて提出を依頼することがあります。 

記載例 


